
検証評価ワークシート(案)
	関係部局
	健康福祉部児童家庭室子育て支援課、障がい保健福祉室施設福祉課、
生活文化部私学課、次世代育成支援室少子対策課

	プロジェクト名
	Ⅱ　子育て家庭への支援
	概 要
	子育て支援に関する保護者の多様なニーズにきめ細かく対応するため、「親子交流・仲間づくり」、「育児相談・親のスキルアップ」、「育児支援・家事援助」という３つの視点から、多様な事業メニューを提供します。

	
	　(1) 地域における子育て支援プロジェクト
	
	

	1 評価指標
	子育てに対して負担や悩みを持つ割合

	2 評価指標の推移、　 全国及び他府県比較
	○子育てに対して負担や悩みを持つ割合　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：％）
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　（資料）厚生労働省「21世紀出生児縦断調査」

	3 関連指標
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(1)子育てに対する不安や悩みの理由

（資料）財団法人子ども未来財団「子育てに関する意識調査」(16年12月)
(2)地域子育て支援センター事業・つどいの広場事業の実施箇所数
（単位：箇所）

地域子育て支援センター

つどいの広場

16年度
17年度
18年度
19年度
16年度
17年度
18年度
19年度
大阪府
97

111

118

114
6

20

41

59
東京都
24

33

49

54
2

24

59

86
神奈川県

73

118

125

22
11

25

28

8
愛知県
77

93

120

82
1

21

23

24
全国
2,782

3,167

3,436

2,832
154

488

682

669
注：大阪府の実施箇所数は、大阪市、堺市、高槻市、東大阪市を除く。
ただし、16年度は、東大阪市、美原町を含む。
	(3)子育て支援保育士事業実施箇所数（大阪市、堺市、高槻市、東大阪市を除く）
（単位：箇所）
16年度

17年度

18年度

19年度

－

８１

１６９

２３０
(4)家庭支援推進保育所事業実施保育所数（大阪市、堺市、高槻市、東大阪市を除く）
（単位：箇所）
16年度

17年度

18年度

19年度

３０

３２

３３

３３
注：１６年度は東大阪市、美原町を含む。

(5)一時保育事業等の保育事業実施箇所数
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：箇所）

区　　分

16年度

17年度

18年度

19年度

保育所
一時保育

195

187

205

219
延長保育

574

539

556

572
休日保育

12

14

16

19
公立幼稚園

預かり保育

－
134
153
169
私立幼稚園

預かり保育

370

388

395

396
預かり保育(延長)

216

74

124
126
注：保育所の一時保育、延長保育、休日保育実施箇所数は、大阪市、堺市、高槻市、東大阪市を除く。ただし、１６年度は東大阪市、美原町を含む。

(6)ファミリーサポートセンター事業実施市町村数（大阪市、堺市、高槻市、東大阪市を除く）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：市町村数）
16年度

17年度

18年度

19年度

２５

２６

２８
３０
注：１６年度は東大阪市、美原町を含む。19年度から事業名称変更

	4 要因・背景等
	核家族化の進行や都市化の進展に伴い、家庭の子育て力が低下する中で、身近な相談相手や援助者がいないことや男性の育児・家事への参加が十分でないことなどから、子育て中の保護者、とりわけ母親の子育てに対する不安や負担感が増大していることが指摘されている。

子育て中の保護者の多くは、子育ての悩みや不安を共有できる身近な場所がない、子どもとどう接してよいのか分からないといった不安や悩みを抱えており、また、子育ての負担やストレスなどから孤立感を抱え、場合によっては児童虐待に至るケースもあることから、子育て支援に関する保護者の多様なニーズにきめ細かく対応する必要がある。
また、地域で子育てを支えあう機能が低下していることをはじめ、子どもの減少による子ども同士の交流機会の減少や子どもの過保護などによる成長へのマイナスの影響が懸念されている。

このため、地域全体で子育てを支援する体制の整備が求められている。


	5 取組状況
	別紙のとおり

	6　　評　　　　　価
	(1)緊急性・継続性

　少子化が進行する中で、子育てに対する社会の理解が少ないことによる子育ての孤独感など、「子育てに対する心理的・経済的な負担感・不安感」を軽減するための子育て支援策のニーズが急激に高まっている。
(2)府の関与の必要性
子育て支援は、社会全体で取り組むことが必要だが、府として、官民協働による取組が推進されるよう、市町村やNPO等民間と協働しつつ、府内の子育て環境の整備を図っていく必要がある。

	(3)施策の効果

　一時保育促進事業が「こども・未来プラン」に掲げる目標数値を概ね達成しており、また、「子どもを大阪で育ててよかった」と思える府民の割合は若干であるが増加して（⑯56.8%→⑱58.7%）いるが、引き続き、官民協働による取組が必要である。
(4)特記事項

	
	【総　合　評　価】

　子育て中の保護者の多くは、子育てに対する様々な不安や悩みを抱えており、こうした子育ての負担感や不安感を軽減するため、子育てに関する多様なニーズに対応し、住民ニーズを含め地域の実情を熟知している市町村と充分に連携しながら、地域における子育て支援の取組を進める必要がある。

　これまで、府・市町村・NPO等民間との協働により、一時保育促進事業の促進や地域子育て支援センター・つどいの広場が着実に整備されるなど、一定の施策効果は上がっているものの、依然として子育て中の保護者の多くは負担感や不安感を抱えており、現在、府において検討中の交付金制度の創設や施策の再構築にあたっては、地域の実情に応じた住民ニーズにあった最適な方法・内容で実施されるよう、市町村と連携しながら、保護者の主体性にも充分留意しつつ、引き続き施策を推進していく必要がある。
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